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おける最適性を考察する理論にならって， I次善 (second best)J の意味における最適課税問題と呼ば
れるものである。我々が用いうる租税は通常撹乱的であるから，現実にはこの意味における望ましい租
税体系のあり方の究明が重要であることになる。
本論文では，この10余年間に著しい展開を見た「最適課税理論J を中心としながら，これら 2 つの意
味における望ましい租税体系のあり方が，異なる状況においてまた幾らか異なる形をとりながら考察さ
れる。本論文では次のような構成で異なる状況における最適課税体系のあり方が検討され明らかにされ
る。第 1 章では「最適課税理論」の展望が与えられる。第 2 ，第 3 章では，このうち最適所得税理論の
展開が図られる。前者では，租税の資源配分撹乱的要素が捨象された状況において，公平性と効率性の
両要求を満たす所得税体系の存在が確認される。第 3 章は簡単化された日本経済のテデルをもとに
次善的な最適線型所得税のシミュレーション分析を提示する。第 4--第 7 章では最適消費税理論の展開





第 8 ，第 9 章では，地方政府を含む経済でかっ住民移動が存在する場合に，他方公共財の最適供給を
含む資源の効率的配分の問題が考察され，最善の意味での租税政策の必要性と可能性が検討される。最
終の第10章では， I脱税」が存在する状況を取り上げ，そのような状況における最適課税問題の構造と
最適な租税体系がどのようであるかが分析される。
論文の審査結果の要旨
本論文は租税理論の規範的側面を最適課税の観点から多角的に分析し多くのオリジナルな成果を得
ている。分析内容については，理論的考察のみならず，実証分析をふまえたシミュレーションも試みら
れており，高く評価できる。とりわけ，セカンド・ベストの意味での最適課税論の論理的基盤を周到に
検討した部分は卓越しており，また最適所得税理論と最適消費税理論のわが国経済への適用はパイオニ
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ア的な貢献である。
本学位論文に収められているすべての論文が問題の性質上，明快な結論を導いているというわけでは
ない。しかし，最適課税論の問題群に対して，理論経済学で開発された多様な分析手法を駆使しながら
鋭く切りこんだ点は十分に評価されてしかるべきだと考える。
よって，本論文は大阪大学経済学博士の学位を受けるに十分価するものと判定する。
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